
Japan Society for Research Policy and Innovation Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Soclety 　for 　Research 　Pollcy 　and 　工nnovatlon 　Management 二

研 究　技術 　計画 　 Vol、16，　 No ．112．2001

【論文】

研究開発投資の最適軌道管理に関する

　　　　　　　　　　理論的 ・ 実証的分析

渡 辺 千仭
＊

朱 兵
＊ ＊

藤 　祐 司
＊ ＊ ＊

平成 12年 5 月　受付
平成 13年 6 月　受理

　研究開発投資の 決断 は
，

メ ガ コ ン ベ テ ィ シ ョ ン の 帰趨 に決定的な影響 を及 ぼ す よ うに な っ て

きて い る 。 本研究は，ポ ン トリヤ
ー

ギ ン の 最適化理論に 則 り，研究開発投資 ・技術ス トッ クの

形成 ・成長 の 好循環軌道構築の 発想に 立 っ て，研究開発 の 最適投資 レベ ル 決定 の た め の 実践的

な モ デ ル を開 発 し，そ の 有効性を示 した。さ らに ，そ れ を用い て，過去 20年間の 日本 の 製造業

を対象 と した 実証的分析 を行い ，本手法が研究開発投資 の 意思決定 の た め の 有効 な ッ
ール で あ

る こ と を示した 。

1 ．序

　 メ ガ コ ン ペ テ ィ シ ョ ン の 高ま りと と もに ，政策あ る

い は 企業経営戦略決定者に とっ て研究開発投資の決断

が ます ます重要な課題 とな っ て きて い る 。 加 え て ，研

究開発投資支配要 因 の 相互 関 係 は と み に複雑化 し，適

正投資 レ ベ ル の 判断 は 複雑化 の
一

途 を た ど りつ つ あ

る 。
こ の よ うな 中で ，昨今，日本 の 誇 っ た研究開発投

資と経済成長 の 好循環 が破綻し，悪循環に 陥 りつ つ あ

る こ とが強 く懸念され るに至 っ て い る 。

　以．ヒの 背景の もとに，かねて か ら伝統的 な成長理論

や 資源 の 最適配分理論等に 立 脚 して 研究開発投資の 最

適 レベ ル 決定の ため の 多くの 先駆的研究が重ねられ て

きた が ， 未 だ に 実践的導入の 域 に は 達 して い な い
。

　本研究は，ポ ン トリヤ
ー

ギ ン （1962）［1］の 提唱 した

最適化理論 に触発 され て，「研究開発投資 ・技術 ス ト

ッ ク の 形成 ・接続的成長 の 間 の 好循環軌道構築」の 発

想 に 立 っ た 研究開発 の 最適投資 レベ ル 決定の ため の 理

論的 ・実証的検討を行 うこ と を ね らい とす る 。
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　 こ の ア プ ロ ーチ の 核 心 は，技術 開発 に伴 い 産 出 され

る技術商品の 市場 に おける 代替弾性値や設備投資や研

究開発投資へ の 分配を勘案した上 で の 技術 の 限界生産

性が鍵となる が，未だ に 本分析 に適用 し得 る 理論的 ・

実証的研究が な さ れ る に は 至 っ て い ない
。

　以上 の 実情に照 らして，本研究 で は，技術 の 生産要

素体化 メ カ ニ ズ ム に 着 目 した 技術 体化型生 産関 数 の 発

想 に 基 づ い て ，こ れ ら の 実践的 な計測手法の 開発を試

み た 。

　これ ら を ベ ース に，本研究 は研 究 開発投資最 適 レ ベ

ル 決定の ため の 実践的なモ デ ル 開発 をね らい に，技術

の 労働，資本へ の 体化メ カニ ズ ム に基づ く技術体化型

生 産関 数を開発 し，そ れ を用 い た代替弾性値 や 限界生

産性の 計測 を試み る こ とに よ り，こ の積年の 問題に対

処 した。

　そ の 結果，実践 的 な分 析 が 可 能 な新た な モ デ ル を 開

発 し，その 有効性 を実証す る こ とが出来 た 。 さらに ，

そ れ を用 い た 1975− 1996年の 間の 日本の 代表的な高研

究開発強度及び低研究開発強度産業を対象と した実証

分析 に より，研究開発投資の 最適 レ ベ ル 及 び 実績値 の

レ ベ ル を比較検討し，そ れ ぞ れ の 業種の 研究開発投資

レ ベ ル の 検証
・
評価を行うこ と が 出 来た 。

　第 2章 で は，研究開発投資 の 最適投資決定モ デ ル の

開発 を試 み る 。第 3 章 は，同モ デ ル の 鍵 とな る 技術製
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品の 代替弾性値及 び 設備投資と研 究 開発 投資の 分 配 を

勘案した 技術 の 限界生産性 の 計測 の 実践的手法を 示す

とともに ， 同手法 を用 い て こ れらの 最適投資 レベ ル の

コ ア決定要因を計測す る。以上 の 結 果 に基 づ き，第 4

章で は，研究開発投資最適 レベ ル を計測 し，検証
・
評

価す る 。 第 5 章は 政策含意 を ま とめ る と と もに
， 今後

の 継続的検討課題を示す 。

2 ．研究 開発 投資最適管理モ デル

　本研究 で は，

  　企業が生産 の 成果を将来 の 生産及び技術革新それ

　　ぞ れ に 向け て 投資分配す る場合 の 動態管理 プ ロ セ

　　 ス 及び，

  技術革新 へ の 投資が ， 将来 に わ た り多様な技術製

　　品を求め る消費者の ニ ーズ を満たす程度

　を明 らか に し，

    の 供給面 の 制約 下 で，  の ニ
ーズ を最大化させ

　　る技術革新へ の 投資分配率 を求め る，

との ア プ ロ
ー

チ に 立脚 して ，研究開発投資の 最適投資

レベ ル 決定 の た め の 実践的 な モ デ ル を構築した 。 そ の

概要は ，図 1 に示す通りで ある
。

　以下 に，各ス テ ッ プご との モ デ ル 展開を示す 。

2．1　研究開発投資の動態プ囗 セ ス

　まず，企業の 生産拡大及び技術革新双方に向けて の

投資の 動 態 プ ロ セ ス を分 析 す る た め に，次 の よ うな モ

デ ル を検討す る 。

　企業 の 生産活動 に伴 う産出 をy， それ に 要す る イ ン

プ ッ ト（生産要素〉をX （ただ しX ：L （労働），K （資本），

M （原材料），E （エ ネル ギー））とす る と，　 y とX との 関

係 を示す関数 （生産関数）は次 の よ うに 示され る
。

　丿
＝ ＝ F （X ）　　 　　　　　　 　　　　 （1）

　産出 は，X の ほ か学習効果等 の 影響 も受け，こ れは

時間経過 に比例す るの で，（1）式は時間 亡を考慮 した

次式の よ うに 発展 され る。

　y ＝F （t，X ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

　企 業 の 技術戦略 は
，

生 産要素 X を
， 技術投資と専 ら

生産 の 拡大 をね らい とす る 生産投資に，い か に 配分す

る か に よ っ て 決定され る 。

　技術投資は，研究開発投資 r の 累積た る技術ス トッ

ク T で表され，T は，生産要素 L，　K，　M ，　E に対応する

L
，（研究者），Kr （研 究資本 ス トッ ク），Mr （研究用原材

料使用），Er（研究用エ ネ ル ギー
使用）で構成 され る 。

　従 っ て ，技術 ス トッ ク τは，

　T ＝T（CYr丿　　 X
，

：Lr，　K ハ
　MT 　，　ET　　　　　（3）

で 示され
，

こ れ を研究開発投資 r との 関数で 示せ ば
，
t

時点に お い て は，

　T
，

；rt＿m
十 （1一

ρ）T，
．1　　　　　　　　　　　　（4）

で 示され る （例えば，Watanabe （1992）【2D 。

こ こ に，ri．m
：t− m 時点の研究開発投資，　 m ：研究開

  企業の 生 産成果の

　投資分配

　 ‘生産投 資 vs

　 　 　技術 革新 投資♪

  消費者の 満足

　（多様な技術 製品

　 の充 足♪

　　／　　　 ど．一．一．｛哩 謦避．一．一．一．ゴ

／ ・（・）−1絢 ザ 黼 ・ ・好撤 ・嬬 嫐

∠＿一一＿ Ylr｛ど竺璽燮唆一＿一一一＿＿＿．＿ 一＿＿＿ ノ

  満足を最大化 させ

　投 資分配

　 r最適 管理 理論 丿

コ ア フ ァ クタ
ー

　 ，’
ド

／糴驢￥論 雛 右
姻

懸 鶚甥 謡ヒまで。 ， イム ラ グ

図 1．研 究開発 投資最 週 管理 モデル
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発か ら製品化 まで の リ
ードタ イ ム，ρ ：技術 ス トッ クの

陳腐化率 で あ る。

　一般に，生産要素X は，技術投資 と生産投資に分離

可能で あ るの で ，（2）式は，次の よ うに示 さ れ る。

　y ＝F（t （L − L
，
），（K − K

，
），（M − M

，），（E − E
，），T）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）

　研究開発投資 r は Xr に 要す る 費用 の 合計で あ り
，

ま

た r の 累積た る技術 ス トッ ク T はX
τ
の 集積で ある の

で
， （3）式 の T；TCX

，
）は Xr の 集積状況 を表す関数を

h，（XT）とす る と，　 T ； ［h、α謖 で 表 され る。n

　こ こで ，XT を構成す る LT，　Kp　Mr ，E τ
は相互 に必要

最小限なもの 同士が無駄な く組み合 わされるの で
，

こ

の 関数 は次 の よ うに 示 され る 。

　T − T（L，，K ，，M ，，E．）

　　＝min ｛h
，
（L1・），h

，
（K

τ
），hm（M ，），h。（Er）｝　　（6）

　従 っ て，LT，　K ，
．，　M ，

　，　E
，
は それ ぞれ の 逆関数の 存在を

前提に次の よ うに示され る 。

　L
，

− L
，（T）− h

，

−i
（T），　　 Kr　

＝・
　Kr（T）・・　h

，

−1
（τ）

　M
，

＝ M
，
（T＞＝ hm

−1
  ，　 E

，

＝ Er（T）　＝ h，
一

’

（T）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）2 ）

　 （7）式を念頭に置い て （5）式を時間で 微分すると，次式

が得られ る 。

緤 ↓・ Σ諜 一
Σ黔 茎・鍔

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）s）

　 （4）式 により，2・・r で 近似 され るの で
， （8）式は 次 の よ

うに示 され る 。

厂一
ア

9十

厂一
ア

P｝ノ＝
・
ン一
ア

（9）

・一筈歩・ Σ羅
非研究開発生産要素及び学習効果等 に よる

生産 の 成長へ の 貢献分

　P 一
ρω 一

Σ｛萇夥
投 入 要素 を研究開発 に 割 くこ と に よる 成長

の 減少分

　 　 　 　 　 ∂F
　 9　一　e（t）　一一
　 　 　 　 　 ∂T

投入要素を研究開発 に割い た結果築かれ た

技術 ス トッ クに よ る成長へ の 貢献分

　 （5）式に お い て投入要素の うち，研究開発に割 く量 r

及びそ の 生産に対す る割合 （研究開発強度）rfy が成長

及 び その 結果 の 研究開発へ の 再投資を動態的に 管理 す

る上 で の コ ン トロ
ー

ル パ ラ メ
ー

タ
ー

となる の で，こ れ

に 関連す る （r／y）p，（吻 ）q を ま とめ る と，研究開発投資

の 動態プロ セ ス は ，次式 で 表 され る こ とに な る e

　

　

の

　

　

（

　

　

9

　

　

一

　

　

の

　

　

（

　

　

ρ

　

　

晋

　

　

⇒

　

　

〆

ニ

ア

菷

8

9

「　

　

に

ノ匿

こ

・
∠

y

こ （10＞4］

2．2　研究開発投資効果評価の た め の効用関数

　次に，以上 の 動態プ ロ セ ス に お け る コ ン トロ ー
ル パ

ラ メ
ーター

r・＝（t）の 最適 レベ ル を見極めるために，r の

投資が 消費者 の ニ ーズ を満足 す る 程度を示 す 関数 （効

用関数）を検討す る 。 t時点 の 効用関数 は，　 t時点 （s ＝t，

た だ しs は時間経過）か ら将来（s ＝。 。 ）に わ た る消費者

1）例え ば 　T ；Σa．A
’
， の 場合 は，　 h，（’￥T ）＝a ．X ，

で あ り，　 T −rlX；
・

の場合 は，　 h．　Cl
’
， ）＝X ；

T とな る。
2）1975−1996の 日本の 製造業に お い て は，統計的に 有意な次の よ うな逆関数の 存在が 示 され る。

lnLT＝3．　750十 〇．　5001）ilnT 十 〇．5a8D
，
lnT十 〇．496DginT − O．　127Dm 　g5 ％

　　 （6．　685丿　（＆75〃　　　　（9．418丿　　　　（9．　499）　　　ピー3．578丿
lnKT＝O．　918十 1、131D

∫
lnT十 1．151D）nT 十 L137D31nT ＋ O．16if）D

．
　gl

　　 θ．179丿ビ14．215丿　　　r15379丿　　　（15．　701丿　　　ピ2880リ
1nM

，
＝−9．032＋ 1．a32D

，
lnT＋ 1，637D丿nT ＋ 1、588D丿nr ＋ O．　346Dg

、．　92
　　 （

−10．811丿（19．180）　　　‘20．376）　　　‘20、583丿　　　（5．　100丿
lnE

ノ
、＝2．　Z26十〇．504D

，
lnT十 〇．　5231）丿nT 十 〇．519DginT

　　 ‘2812 丿（5．　104丿　　　　ピ5，616リ　　　　（5．764）

αの 1署　　DW
O．948　 　 1．432

O．9851 ．401

O．987　　 1．認 5

o．924　　 2 α妙

　 Dr，　D ， ，D ，
は分析 期 間内 の 次 の 構造変化 に 対 応 した係数 ダ ミ

ー
（対象期間 1，そ の 他期間   〉で

　D
∬
：1975−1986（第 1次 石 油 危機

一バ ブ ル 経済）；D2 ：1987−1990（バ ブ ル 経済期間）；D3：1991−1996（バ ブ ル 経 済崩 壊 後）を示

　 し，その 他の ダ ミ
ーD は分析期間内の 特異時点 を対象 と し た 定数 ダ ミ

ー
（対 象時 点 1，そ の 他 時 点 O）を示 す。

3）数式展 開 の 詳細 は 3．2 参照

4）g（t）は p（t）と4ω （技術 の 限界 生 産 性 ）と の バ ラ ン ス で あ り，技 術 の 割 引 限界 生 産性 と も言 うべ きもの で あ る 。 p（t） は一

　 定 の 条件 下 に おい て 次 の よ うに 示 され る （3．2 参照 ）。

… Σ諜
・
Σ雉

　こ こ に，Pe　Px，　Pi，　PXi．は，それ ぞ れ X，　T 、　X ，
の 価格 を示す。
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の 需要 （D （s ）〉の 累計値 で 表 され る の で ，次式 の よ うに

示され る。

　　　　co

　u
・　＝Jl

”
e
’
nCS
’
°lnD（s）d・・’　　　　　 （11＞

　こ こ に，η は現在価値割引率を示す 。

　消費者の 技術革新へ の 期待は，「技術革新に よ っ て 多

様 な種類の 技術製品が利用で きる よ うに なる」とこ ろ に

ある の で，（11）式の 中核をな す需要関数 1）（s）は，種類 ノ

の技術製品をx （ノ），その 種類 を n とすると， n 種類 の 技

術製品の 間の 代替関係 を表す 次式 で示す こ とが で きる［3】。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1ずa

・ 一・唯 …d」〕一 　 ・12・

　こ こ に，n・・n （s）：s 時点 で 入手可能な技術製品の 種類

　α ：技術製品間の 代替弾性値係数

　　　（α ＝e
− 1／e，ε ：代替弾性値）

　技術製品 x は各銘柄ノの 集合 x （ガ で あ り
，

n は 技術

革新に 伴う多様性の 拡大を示す こ とに なる の で ，（13）

式に示すように ， 研究開発投資 r 及 び その ス トッ ク T

の 関数で表さ れ る。5）

　 n ＝n （s）＝brS・TP’，　r − r （s ），　T ＝1
’
（∫）　　　　 （13）

　こ こ に，βL 及びβ2 はそれぞれ ， n の r弾性値 及び n

の T弾性値 を 示す 。

　（12），（13）式から，需要関数は次の ように表される 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 lia

D ・s・慌 ジ・ 一
岩幽

・渦
・14・

　（14）式を（11＞式 に 代入す る と，効用関数は次の よ うに

表 され る 。

　 　 　 　。。　　　　　　 とLa

　u
・　
＝
∫r

・

−n（s’°
（1・ y

’nn ）ds

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）

　　一
∫》

一
（1・ア ・

L
：

・

，
i ・ln麟

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 fit

・ 一碑 』

州％． 。）で あ る の で ，
6’
　（15）鵡

次 の 形 に展開され る 。

・げ 副
’
悔 ・ 寄（（…

一
β… （… ））・

（β，
＋ β2）【n 厂））dS

ρ ：技術の 陳腐化率

θ ：研究開発投資 の 平均増加率

（16）

2．3　研 究開発投資の 最適化

　研究開発の最適投資 レ ベ ル は，2．1で導出 した （10＞

式 の 動態 プ ロ セ ス の も と で
，
2．2 で導出 した （16）式 の

効用関数を最大化 させ る レ ベ ル で ある。こ の ような動

的制約条件下 の 最適値 の 解析 に は，ポ ン トリヤーギ ン

に よ っ て 開発 され，人工衛星 の 最適軌道管理 を 始め と

する制御理論等 に 幅広 く適用 され て きた最大原理

（MaXimum 　principle）［11の 応用が有効 で ある 。 実際 ，

先 に見 た各種の 動態的 な制 約条件の 下 で の 研究 開 発投

資へ の 最適配分 の 課題 は 人工 衛星 の 軌道管理 に酷似

し，過大な分配は軌道から飛び出す こ と に な り， 逆 に

過小分配 は 失速 を来 たす こ と にな る。η

　ポ ン トリヤ
ー

ギ ン の 最大原理 を用 い れ ば，（10）式の

制約下 で の （16）式の 最大値は，随伴係数（adjoint 　vari−

able ）y を用い て ，次 の 関数 H （これ を 「ハ ミル トン 関

数」とい う）を最大化させる r を導出する こ とに よっ て

求め られる。 こ こ で，随伴係数は，制約条件付最大化

問 題 等 に用 い ら れ る ラ グ ラ ン ジ ュ 乗数 の 考 え 方 と 同 じ

発想に 立 っ た もの で あ る が，
一
定の係数で はな く，そ

れ 自体が最適化を達成する 「意思」 を 有す る動態関数

5）企 業の 多様 な技術製品開発 へ の 取組 み動 向は ，
一
般 に 特許の 出願動向 に 示 され る 【10】の で ，技術 製 品 の 種類 n ‘sノの プ

　 ロ キ シ と して 特許 出願件数を用い て ，1976−1996年の 間 の 日本の 製造業 を対象に （13）式 の 関係 を検証する と，次 に示 す

　 よ うに統 計 的 に極 めて 有意な結果が 示 され，研究開発 投資 r 及 び 技 術 ス ト ッ ク T が 技術製品の 多様性の 拡 大 に 支 配 的 で

　 あ る ［10〕こ とが実 証 され る。
　 P4T ＝　e3．　78　raw 　lv・ew　　　　　 adi ．　Rg　O．　992　　　　　　 DW 　1．22

　 　 　 （5，41丿（5．25丿‘5．79丿
こ こ に，PAT ：製 造 業特許出 願件数

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （F5−1）6）（4）式 よ り，

（F5−1）式 よ り，

こ の とき，

・
一
轟 一 轟

li一丑亠 一』 と な る。
　 戸 ＋ θ　 　 　 P ＋ 9

t・1−m −t〔・・≒
ユ

〕《・一甼） （F5−2）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 m ＿1
　時 間 ’が リ

ードタ イム m に 比 較 して 十分 に 長 い 〔t＞＞ m
−1） もの とす る な らば ，7

−
％

　以上 よ り，t＞＞ m −1の と き，　 t ＋ 1−milt

　よ っ て ，（F5−1）式 は 次 の よう に 表 され る。

　　　　　　　　　　T／一舞
・
黔

・
畜 　　　　　 … 論

一

7）ポ ン トリヤーギ ン の 最 大原 理 に つ い て は，［1］の ほ か 「意思 決 定 の 経 済分析 」 （高 橋 三 雄他，有斐閣，1995），「最適 決定 の 理

　論入 門」 （笹井均 ，学 文社，2000）等を参照 。
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で あ り，「最適化意思」 を前提 と する と，産出 の 限界

生産性 （す な わ ち競争条件下で は産出の 相対価格 に一

致す る ）を示す （詳細 に つ い て は 高橋，笹井等 に 譲る が ，

別添 1に 数理展開の ポ イン トを示す）。

　 　 　 　 　 　 　 1− a

　 H （y，r，ψ）司 nア ＋　 　 　 　 　 　 　 　 　 （（lnb−fi，ln（θ＋ ρ））
　 　 　 　 　 　 　 　 α

　　　　 ＋ （β，
＋ β、）lnr）＋ψ（か 一8γ）　　　　　　　　　（17）

　（17）式を r で偏微分す る こ とに よ り， （18＞式 が 得 ら

れ る 。

　 OH　 　 　 l一α　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

署7
’
i
−

（β1 ＋ fi・）
ア
ー9ψ

’0
　 　 　 （18）

　研究開発の最適投資レベ ル r
°

は （18＞式を満足 させ る

r で あ り， （19）式 の ように 求め られ る。

．
・．1一α ρ1

＋ β・
　 　 　 　 　 （19）

　 　 　 a 　　9ψ

　 （19）式に含まれ る随伴係数は，次式の バ ラ ン ス で 示

され る （別添皿参照）。

ψ一
η・

一
誓一

・・÷f・ 　 　 （・・）

　（10）式 と（19）式を統合 し，（20）式を変形す る と，y と

Ψ との変化率に 関す る次の 連立微分方程式が 得 られ る 。

多
・’ − Li

．iga　ip・ ＋ β・  　　　　 （21）

＄一
η
一
赤ゴ 　 　 　 　 （22）

　こ こ で，産出 コ ス ト z ＝）V「s｝を導入 して ，（21），（22）

式 をまとめ ると（23）式が得られ る。

　 2　♪　ψ
　

　＝　＋
　

　 z 　 ン　ψ

一
〔ノ

＿1一α ・（β，
＋ β， ＞　

1

　　 α 　 　 　 　 アψ〕・←’
−f一 ノ〕

一
η
一
［
！
弛 ・ ・）・ 1

］
・
毒

　　
一

・
−1孟

α

個 ・ fi・）・ 1］
・
圭

・† ［
’

…
α

魄 ）・ 1］ （23）

　（23）式は 産出 コ ス トの 軌道を示す もの で あ り，そ の

一
般安定解は次の ように示され る （別添皿参照）。

r … 一
÷
・
［
1−9tS1

＋ fi，
a

）・ 1］　 　 （24）

（24）式より，

・÷ 訓
1

…
9ge

，
・ P・）・ t

亅
が得ら れ る の で ，こ れ を （19）式 に 代入す る こ と に よ

り，r
°

の 最適 レベ ル は 最終的 に 次 の よ うに 示され る 。

　 　 D　 卯 　　　　　1一α

　 r　 ＝　’
　　　 9 　0一α Xβ1 ＋ β2）＋ α

　　　　　　 ！
　 　 覗ソ　 　 　　 　 ε

　　g　l（βL ＋ β2）＋
至7ユ

　 　 　 s 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t

−
，
．1 ． ，云． fi：、

・
卸　 　 　 （25）

　技術革新製品の 多様性拡大 に対す る支配要因を示す

（13）式に お い て，研究開発投資 r とその ス トッ ク T の

貢献 が 収穫不変条件 下 で 決定 され て い る と きは ，β，
＋

fi2・・1 に なる の で ，
9）

その 場合に は，　 r の 最適投資レベ ル

は 次 の ように示 され る 。

　 η
「 日一ア

　 磐
（26＞

3 ．研究開発投資最適レベ ルコ ア支配要因の計測

　（％），（％）式 に よ り研究開発投資の 最適 レ ベ ル を計測

する ため に は，技術革新製品間の 代替弾性値 e 及 び技術

の 割引限界生 産性 g の 計測が前提 となる。

3．1　代替弾性値の計測

3，1．1　最適化問題における代替弾性値

　任意の 技術製品 κ1，κ2
の 間の 代替弾性値 ε は次の よう

に定義づ け られ る 。

　　　∂（
五 〉　鬘

ε ＝

窃〔1）（磯 ・磯 （27）

　ただ し，y 及び ろ，Xz は，それ ぞ れ総産出量及 び技術

製 品 を示 す 。

　 コ ス ト最小化条件 下に おい て は，κ1，κ2
の 限界生産性

f”faはそれぞれ の相対価格 P
，／b ，　P，／b （P，，P，，み は Xl，

x2，Yの 価格〉に
一
致す るの で

， 代替弾性値 は次 の ように

表される。

　　 41n 血

　 E　＝＝　
XI

　　　　　　　　　　　　 （28）
　　 dh 弖
　　　　 迭

8）zry Ψ に お い て，「利潤最大化に 通 じる 最善の 決定」が 追求 され て い る こ と を前 提 とする と，先述 の よ うに 産出 の 相対

　 価 格 を表 す こ とに なるの で （別 添 ∬ 参照 ），2 は 産出 コ ス ト を示 す こ と に なる 。
9）脚 注 5＞に 示 す よ うに，1976−1996 の 日 本の 製 造 業に お い て は，β1 ＋ β、

＝O．　34 ＋ 062M
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　2．2 で 見た よ うに，研究開発投資の 最適 レベ ル 決定

の 命題 は
， （11）式 の 需 要関数を核とす る 効用関数 の 最

大値 の 追求で あ り，（12）式 に 示す よ うに，技術 製品間

の代替弾性値 は需要関数 を画す る もの で ある 。 従っ て，

こ の 弾性値が研究開発投資の 最適 レベ ル に 大 き な影響

を及 ぼ す こ と に な る 。

3．1．2　代替弾 性値計測へ の 新機 軸

　本研究 の ね らい は，企業が研究開発投資を行うに当

た っ て，その最適水準の 検討に資する実践的な計測手

法を開発す る こ とで ある 。

　生 産関数の 具体的な形の 中で 広範 に 使 わ れて い る も

の に ，
コ ブ ・ダグラ ス 型生産関数 （Cobb−Douglas　type

production　function）が あ る。こ の 生 産関数は，新古典

派成長モ デ ル に お け る 生産関数の 1）生産要素 の 限界

生産性は 正，2）限界生産性 は 逓減，3）生 産関数は 規

模に 関 して 収穫不変，とい う3 つ の 仮定を満 た し，理

論的に も実践的 に も優れて い る 。 しか し，コ ブ ・ダ グ

ラ ス 型生産関数は，生産要素間の 代替の 弾性値が
一
定，

と い う制約 に 縛 られ る。従 っ て ，本分析の ように，こ

の 制約 に縛 られ な い 代替関係を分析す る場合 に は，任

意の 弾性値を取り得 る ，
よ り

一
般的 な代替関係 を前提

と した 関数で あ る CES 型生産関数 （Constant 　Elastici−

ty　of　SubstitUtion　type　production　function）le） を用い

る方が よ り実践的 で ある 。

　また，開発研究開発投資の 最適水準 を検討す る の に

用 い た効用 関数 が CES 型 関 数で 構成 さ れ て い る

（（11）， （12）式参照）こ とか らも， 本研究 に お い て は
，

研究開発投資の 最適水準を計測す る ため の CES 型生産

関数の 導入 をね らい に，次 の 創意に基づ き新た な試み

を行っ た 。

　（i＞ 需要サ イ ドの 分析を均衡条件に基づ い て供給サ

　　　イ ドか ら分析 。

　（il） 労働
・資本

・技術 の 3生産要素を，技術 の 体化し

　　　た 労働及 び資本の 2 要素に置き換え る こ とに よ

　　　り，2要素間の 代替関係 と して分析 。

　生 産 を GDP （付加価値）で と らえ る 場合，生産要素

の 代替 は労働 ・資本 ・技術 3者間の代替で あ るが，技

術 ‘T）の 労働 CL）及 び資本 rK）に 体化 し た状 態 を分析

す る技術体化モ デ ル に依拠すれば，こ の 代替 の 弾性値

はL　（T），K 　（T）両者の 間の 代替弾性値 ε 1π‘7九L ω ）

と して扱うこ とが で きる 。

3．1．3　技術を体化し た労働と資本の代替弾性値の分析

（1）技術革新製品生産過程における技術の 労働 ・資本

　　へ の体化メ力ニ ズ ム

　技術進歩 に よ り， 新 しい 生 産技術が 生 産要素 に 具体

化され る こ とを，技術 の 体化 とい う。こ の 技術が労

働 ・資本に体化す る メ カニ ズ ム は ， 図 2 に示す よ うな

「技術 ・資本関係 の 進化プ ロ セ ス 」と して と らえ る こ

とが で きる ［4】。

　図 2 に示す メ カ ニ ズ ム は，代替弾性値の概念に関す

る次の よ うな少なか らぬ 重要な洞察 を 浮 き彫 りに す

る 。

　（i＞ 歴史的 に見 る と，図 2 の左図 に示す よ うに，労

　　　働，資本及 び 技術 の 関係 は 3 つ の 段階に 整理 さ

　　　れ る 。 すなわち，資本 と技術 の 補完関係 の 着実

　　　な増加 ， 技術 の 資本へ の 部分的体化及び全面体

　　　化で あ る。そ の 結果，技術 の 多 くは資本 に 体化

　　　して い くこ と に な る （K 　（T））。

（ii） 同様に，労働に つ い て も量か ら資へ の代替が 進

　　　む 。 これ は
一
定の 技術が労働に体化 して い くこ

　　　とを示唆する。

資本

図 2．技 術の労働及 び資本へ の 体化メ 力ニ ズム

10）GDP を Y，労 働，資本 を L，　K とす る と，　CES 生産関数は，　 r −rbK
’
P

＋ （1−eL
’
“］
””

の よ うに表 され る。こ こ に，

　 γ ：効率パ ラ メ
ー

タ （ス ケール 係数〉，δ ：分 配 パ ラ メ
ー

タ，μ ：規 模の 経 済 性パ ラ メ ータ

　 ρ ：：代 替 パ ラ メ
ー

タ＝ （1
一

σ ）／σ で あ り，代替弾性値 σ は，ll（1 ＋ ρ）と任意 の 値 を と り得 る。
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（iii） こ の よ うな代替 メ カ ニ ズ ム を通 じて，資本 に体

　　 化 し た 労働 と の 補完関係 を維持す る こ と が で

　　 き，も っ て 生産 シ ス テ ム の 効率を維持す る こ と

　　 が で きる 。

（iv＞技術 製品 （Xi）の 生産 は，こ の シ ス テ ム の効率に

　　 依存い か ん に よ る こ とに な る 。

（v） シ ス テ ム の 効 率 の 程度は ，技術 の 体化 した

　　 （K （T］）と労働 （L　（1リ）と の 代替弾性値 に よっ て

　　 計測す る こ とが で きる 。

（vi ）需給均衡状況 ドに お い て は，この 弾性値 は 技術

　　 製品間の 代替状況を示す もの と考え られ る 。

（vii）従 っ て
，

以 上 の 均衡状 況
．
ドに お い て は，　 K 　（T）

　　 とL　（T）との代替弾性値は ，技術問 の 代替弾性

　　 値の 代理変数 （プ ロ キ シ ）と して 扱 うこ とが で き

　 　 る 。

（2） 技術体化型生産関数を用い た代替弾性値の 計測

1） 技術体化型生産関数の確定

　付加価値 （GDP ）ベ ー
ス の 生産 を対象とした技術体化

型モ デ ル を考え る と，生産関数は （29）式の よ うに 表さ

れる 。

　　 v＝F　Ct，　L　（T丿，K　（T？丿　　　　　　　　　（29）

　 こ こ に ，V は 付加価値，　 tは 時間，　L　（T）は 技術体化

労働 K （T）は同資本ス トッ ク，Tは技術ス トッ ク を示す。

　L1
，
　 K ’

を技術未体化
川

の 労働 ， 資本 とする と，

　　 L　（T？　− L　（L’，τ丿　　　　　　　　　　　　 （30）

　　K 　CT）＝Kcrc，　T）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（31）

　（29），（30）及び （31）式を時間で微分 し，整理す る と

以下 が得られ る 。

　 dμ　 ∂v　 ov 　∂L　dL’　 ∂v　∂L　d7
「
　 ∂〆　∂K

　
　 ＝　 ＋　　　　

　
　　　　　　　　　　　　

’　 　
　　　 　 　 　゚ ゜

　 d ’　 甜 　　∂五　∂L
尸
dt　 ∂乙　∂τ　dt　 ∂κ　∂κ

「

　 　 dK
「
　 ∂7 　∂K 　〃

1

　　1 ＋

灰
’
万デ 7 　　　　　　　 （32）

讐 〃 ・ Σlrl・
彡
・
醗 需 ・e

’
・
勤

　　　　　　　　　　　（技術貢献）（非技術貢献）

∠fV：dV／dt，　Z ：L，　K ，　Z
’
：L
’
，　Ki　　　　　　　　　 （33）

　 （32）式 に お い て，価格 に 関し競争かつ
一
次同次の条

件下 に お い て は，V の Z 弾性値

膨 〕

は γ に お け る Z の コ ス トシ ェ ア 6（1（］／GC ）に よ っ て計

測す る こ とがで きる 。

2） 技術を 体化 した 労慟 と 資本 の代薔弾性値 の 計 測

　κ ω と L　（T丿と の 問の 代替弾性値は，次 の ように定

義され る
。

　　 dl。

κ （κ ZT）
　　　 L（L

「
，T）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）E ＝

　　 dt。
彑

（34＞式 は，（35）式の ように展開され る 。

　 　 ∂ tnKr
’
K’，T’ノ　 ∂ln　K

’
rN
’、7リ dlnT　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 δlnLrL

’
，T丿

E ＝｝
　　∂ lnK

’
　　

Ek ＋

　　∂lnr　　　諏
一一
　　elnLl　　

Et −

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Pk

　 ∂lnL（ll、り dlnT

　　 elnT 　　dtn彑　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）
　 　 　 　 　 　 　Pk

こ こ に，

　 　 d 【nK
「

ε
k
＝

　　dln　Pk

　 dl 皿 L
「

el “
　 dln　P，

1， 塑 。触 月． τ

　 名 の

　 ゴlnτ　　 1

41n塑
ロ
7

　 P
，（τ）

（K
’
の 価格 （P，）弾性値）

　　　　　　　　　（36）

（L”の 価格 （P ，
〉弾性値）

　　　　　　　　　（37）

　　　　　　　　　（38）

（39）

　技術 （T）の 他の 生産要素（Z）との 割合 （TfZ）の 支配

式は，
∂

黔
η一1一妬

1三黔 　 　 （・・）

∂1

砦
τ）− 1一軌

1響 　 　 （・・）

の ように表され る （別添N 参照）。

　 （39）〜（41）を（35）式に代入する こ とに よ り，技術 を

体化 した労働 （L　（T））と資本（K 　（T））の 代替弾性値 ε

は ，次式に よっ て計測することが で きる。

　　　 ∂lnκ（K
’
．1
’
）　 nlnL（L

’
，1
’
）

　
ε ”−

el。 K
・ e

・

一
∂i。VE

’
＋

　　・響
L
響

』
・｝　 　 （42）

3）実証分析

　ω 拍り野分擁驟 旧 本 の製urme　19751996 ）

　実 際 の デ
ー

タに 基 づ い て 実証分析 を行 うた め に，別

添 IVの （A4− 1）式，（A4− 2）式を生産要素ご とに 書き下

11）「技術未体化」とは ，特定の 比較対象時期 に比 べ て の 体 化 量 の 変 化 を含意 す る 相対概念を示す 。
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し，さらに （38）式を加えた以下 の 方程式 に つ い て 回帰

分析 を行 っ た 。

　　 （A4 −1−a 丿式 ： ln　CT／L丿

　　　　　　　　 ・・
　al

。
＋ b

．
　lnT＋ b

，、
ln硯 ／P

，
）

　　 644−1−b）式 ： 1n（T／κ）

　　　　　　　　 … ah
。
＋ b

、，
　lnT＋ b

、，
　ln（（P

，
　／P，

）

　　 ta4−4− a 丿式 ： ln　（GLC ／GTC ）

　　　　　　　　
＝西

’
，3
＋ b「

、、
lnア

　　 （A4−4−b）式 ：ln　（CCCIGTC ）

　　　　　　　　 ＝わ
1

、3 ＋ わ
’
k，lnT

　　 （38）式 ：ln　（P
，
　（T）／Ph　（T））≡h ＋ ilnT

　回帰分析の 結果は，以下の 総括す る通 りである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　αd7，1評　DW
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 O．　999　　1．04ln（T／L ）＝−1〔λ774十 〇．8321nT
　　　　　←4222 丿　（33．　59丿
　　　　 ＋ 0133D

，
　ln（P〆P，P

　　　　　 （2，08丿

　　　　 ＋ e．Z88D
。
　ln（戸〆P

，
）

　　　　　 （3，08丿
　　　　 ＋ O．291D

，
且n （P／P，）

　　　　　 （9．　01）

ln（T／K ）＝覗 011＋O．5001nT
　　　　　←1258 丿　　（4．70丿
　　　　 ＋ O．573D

，
ln（P

，／P ，
丿

　 　 　 　 　 （5．58丿

　　　　 ＋O．　584D2 　1n（P
，
／P

，
丿

　　　　　 C5．59丿

　　　　 十〇．579D31n （P
，／P ，

）

　　　　　 （5，26丿
　　　　 ＋O．075D

． ．83．szg4
　　　　　 （3，82丿
ln‘GLC ／GTC 丿＝11．52 ヲ

　　　　　 （11．49）
　　　　 − O．　89　7D

，
　ln　T − O．　896D “nT

　　　　　 （−8．97♪　　（一一9．36丿

　　　　 一　O．　874D
，
　lnT

　　　　　 （＿9．　44）

　　　　 ＋ q．　124P7z　
，8，su、sc

　　　　　 （3，14丿

0．836　　1．42

0．940　　1．52

ヱ）2 ：1987−90＝1，他 の 期間＝0；

D3 ：1991−96＝1，他 の 期間 ＝ 0：

D7s．es．8zg4 ：1975，83，87，94＝1，他の 期間＝0；

Dn，re．蜥 ：1977，　78，　94，　96　・　1，他の 期間＝0；

D
” ．m ．ev ：1977，79，　80　・・　1，他の 期間 ＝ 0；

Dgl．te：　1991，　92　
＝

　1，他の期間＝O．12〕

代表的な相関係数は 表 1 に集約する 通 りで ある 。

　表1 に 集約 した相関係数を （40），（41）式 にあ て は

め る と，技術 （τ〉の 労働 （L）及び資本 （K ）の 弾性

値が得られ る 。 結果は表 2 に示す通 りで あ る 。

（A4−9）式から次式が得 られ る 。

器
一
（誓一器 笋 萼 （43）

　（∂lnZ）／‘∂ln　T）は
， 表 2 に 示 す 通 りで あ る の で，

111）

（43）式 に こ の 値及び 4Z／Z，　 aSfT ，∠ZγZ「の 時系列 デ

ータ をあ て はめ る と
， 技術体化，非体化生 産要素間の

代替弾性 値 （blnZ）　f　（anZ ’
）の 時系列 デ

ー
タ が得られ る 。

　結果 は表 3 に示す通 りで ある 。

　（36）及び （37）式を用 い た相関分析 に よ り，表 4 に示

す よ うに 1975 − 1996年の 間 の 日本の 製造業を対象 に

ek 及び el を計測 した 。

表 1．相関係数総括

　　　　　　　　　　　　　　　　　　adj．　R2
1n　（GCC ／GTC 丿＝10．・160・一・O．・79・7D1 ・ln・T　O．964
　　　　　 （12．50）　　（一一9．85．）

　　　　
− O．・792D

，
lnT−・O．・78・71）

、　lnT
　　　　　（− JO．21）　6二1048 ♪

　　　　 ＋ O．　08　71）rz7g ，so
　　　　　 （2．35丿

DW1
．87

　　　　 占r　　 bza　　み　　　6　　 西
’
　　 胆 一一

1975→36　0．832　　0．133　0，5DO　　O．573　− D，897　司D．797　　0．798
1987−90　0，832　　0．288　0．500　　0．584　−0，896　−0．792　　0．794
1991−96　0，832　　0．291　0．5DO　　O．579　−0．874　 司D．787　　0．812

表 2．技術の労働，資本との 代替弾性値

∂

讐誰
η一1− （

、弩浬

＋ b“ ）
∂1
囓釜

η 一・
一

（3．一

毒。
＋娠 ）

1975−861987
−901991
−96

0．1800
．1940
．185

0．8990
．9100
．895

1・   〆呶 ω 丿 三
1．
3
，

・
．
as
，，

3
，

　　　　 ＋ O．798D
，
監n τ十 〇．794P21n τ

　　　　　 α9．43丿　　（20．23丿

　　　　 ＋O．8121）
3ln

τ一〇．164Dgi．sw
　　　　　 （21．　48）　 C−6．　76丿

こ こ に，

D
，

：1975−86＝1，他の 期間＝・　O；

O．994　 2 認

表 3．枝術体化 ，非体化生産要素間の 代替弾性値

‘∂lnL）／‘∂inL
’
） （ahiK）／‘∂lnκc）

1975−861987
−901991
−96

0。8650
．9820
．567

圃）．2440
．0810
，412の

a）1991年の バ プ ル 経済崩壊 に伴 う異常変動値 を除 くため に 、
　1992、1993年の 値は、2年移動平均値 を採用 した 。

12）相 関分 析結果は，1975−1986 （第
一

次石 油 シ ョ ッ ク 後 か らバ ブ ル 経 済突 入 以 前 の 期 間），1987 −1990 （バ ブ ル 経済期間）及

　 び 199 】−1996 （バ ブ ル 崩 壊後 の 期 間）の 3期間に 分 け て ，集 約 整理 した。D
、，　D

！ 及 び D
，

は こ れ ら期 間の 構造 的 な違い

　 を表 す係 数 ダ ミ
ーを示 し，その 他 の ダ ミ

ー
は 特異な経 済構造 を示 した年 に つ い て の 定数 ダ ミーを示 す 。 い ずれ も日 本

　 の 製 造 業の 実際の 経済環境 に 照 ら して，ダ ミ
ー

の 意味及び 必要 性 を検証 済み で あ る 。

13）デ
ータ 構 築 及 び 各デ

ー
タ の ソ

ース は 別 添 V［参照。
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lnL1＝1266 ＋ O．　14D
，
lnP

，

　　　（260．60丿　（5．　07丿
　　　＋ O．　13D メnPl ＋ α22D31n君
　　　（3．　84　）　　　　　　　 （5．　z8）
　　　＋o．111）9，，P2
　　　（6．　54）
1”K ＝

艦嬲
93
各臧

＋

甥牙岨

　　　聯
D 丿暢 声

P
… …

°齠 7

こ こ に，

D
，
：1975−86ニL 他の 期間＝0：

D2 ：1987−90 ＝L 他 の 期間 二〇；

D
，
：1991−96＝L 他の 期間＝0：

adi．　R2　 DW
O．　793　 1．66

1．20

1）
蹣 酪 囲

：1984，　85，86，96＝1，他の 期間≡O：

Dgi、ge：1991　a皿d　92ニ1，他 の 期間 ＝ 0 （脚注 14参照）．

　計測 した eL 及 び ek を（42）式に導入す る こ とに より，

表 5 に示す よ うに K 　（K 　
’
，　T）とL（（LLT）と の 間の 代替弾

性値を計測した 。

　 伍丿κ替弾盤僧の変化とその意味合い

　以 ヒの
一

連 の 分析 を通 じて ，表 6 に 示 す よ うに K

（の と L 〈T＞との代替弾性値及びその 支配要因を明 らか

に した。

　表6 を 見 る と，代替弾性値 は 主 と して 資本 の 価格弾

性値 の 低下 に よ っ て ，低下傾向を続けて い る こ とがわ

か る
。 1990− 1996 年 の 問 の 弾性値 の 1991年に起 こ っ

た バ ブ ル 経済崩壊後の 研究開発活動 の 停滞 に伴 い ，技

術 の 資本 に 体化す る技術 ス ト ッ ク その もの の 増加が停

滞した こ とに起因す る もの と考え られ る。また
，
K ω

の L　CT）へ の 代替の ソ
ー

ス た る技術 の 資本，労働へ の

体化 の 停滞 も，看過 で きない 一
因で あ る こ とが わ か

る 。

3．2　技術の割引限界生産性の計測

　技術 の 割引限界生 産性 g は，投入要素 の ユ部 を研究

開発に割 くこ とに よ る生産の減少分か ら，その研究開

発投資に よっ て 築かれた技術 ス トッ ク の 生産 へ の 貢献

分 を引 い た 生 産性 で あ る の で，付加価値ベ
ー

ス の 生 産

に おけ る技術 の 割引限界生産性 は，2．1 の ア プ ロ
ーチ

に従 っ て，次の ように求め られ る 。

　まず，こ の 場合の 生産関数は次の ように 表さ れ る 。

　F ＝G（t，乙ズ，r）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）

　　τz＝L −Lr，　K
−
−K −Kr　　　　　　　　　　　　　　　（45）

　　丁 冨7
’
（Lr 、K ，，Mr ，ム 7 ）　　　　　　　　　　　　　　　（46）

　　ゐr
＝Lア（τ），　KT 回K ， （r）　　　　　　　　　　　　　　　（47）

　（47）式を念頭 に ，（44）式 を 時間で 微分する と
， 次式が

得られ る 。

詈一砦… 職
・
詳 ・器

・
詳

　X 　I．，K ；X7 ：L
，
・．KT　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）

　さ ら に，粛を（49）式の よ うに定義す る と，（48＞式は

（50）式の よ うに 変形 で きる 。

肩 一名 ・刃一砦
・r

妾一（蟹1・ ・ 識
・弄・峯）

一（麟
・
籌

・姜÷ 歪
・彡・

一（咢… 職
・義）

一
（

（49＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 コ

　　　　　　　　　　　　器
・
讐

一
器”f（・・）　　　　　　　　　　　Σ

　（50＞式よ り，付加価値ベ ースの 研究開発投資の動態

プロ セ ス は，次式で表され る 。

多・・
一舮一

・〉誇　 　 　 （・・）

　ただし，

・÷ ・・ 職
・
香　 　 　 （52）

・
一識 砦沼

一器
・
　 　 （53）

表 4，価格弾性値の計測 結果

　 dlnL
「

ε’
講
函i頑

皿 　 dlnKSi＝
　 dlnp ， 表 6，資本と労働の 代替弾性値計測結果と支配要因

1975−861987
−901991
−96

Oユ40
，130
，22

0．930
．840
．80

ε 支配要因

資本の 価格 　労働の 価格　 資本 ・労働 に

弾性値
a
　　 弾性値

5
　 体化 した 技術

表 5．資本と労働の 代習弾性値計測結果

∂h涯 （KLη 　　∂  乙（L
“
．7） 6【十み陰臨　ゐ身1十ゐnbL 　1

1975−86　　 1．007　　　　0227
1987−90　　0．706　　　　−0，068
1991−96　　0、420　　　　−0，329

21
器

％

　

　

　

℃

℃

℃

O．9010
．9020
．874

ε≡一
∂1。K

・ 6i−
∂凪

・ ε’＋〔
1一西配

冊一
下 6；，

一
｝7

1975−861987

−901991

−96

1．007＝一（！｝，244）寧0．93−0．865寧0．14十（0．899」｛置．180）／0．798
　 　 　 　 ＜O．227＞　　　＜

一｛〕．121＞　　　 ＜0．901＞

0、706≡−0．（旧 1零O．84−D．982掌0．13＋（0．910−O．194）／0．794
　 　 　 〈

−0．〔凶58＞　　〈−0．128＞　　　　　＜0．902＞

0，42（レ＝−O．412＊O．80−0．567寧022＋ （0．895−0．185）／0，812
　 　 　 ＜一〇．330＞　　＜一〇．125＞　　　　　＜0．874＞

a 資本 の 価 格弾性値 の 影響 ：

b 労働 の価格 弾性値 の 影響 ：

∂  1（if’．D　dliiK
’

　∂lnK’　 dlnp，

∂匝 （LtD 　dlnL
’

c 資本 ・労働 に体化 した技術
：

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ∂lnTの 影響

　∂hl’　 dlnPt

∂Lκ（K「．1） dlnT　 　 　 ∂  L¢
’，7）　4h1T

』n 」旦　 ∂h夏τ　 』 n 丑
　 P，　 　　 　 　　 君
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　以上 よ り，技術 の 割引限界生産性 g は，

　9 ≡P −9　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（54）

に よ っ て 示され る 。

　（54）式の p，q は，技術 の サ
ービス 価格及び研究開発

投資の 価格指数を用 い て計測す る こ とが で きる （具体的

な計測方法 につ い て は
， 別添 V 参照〉。

4．計測結果 とその 評価

4．1　研究開発投資最適 レベ ル

　 最適研究開発投資モ デ ル ［5】は，研究開発投資 （r＞

と生産 （V ；こ こ で は付加価値ベ ースの 生産を取り上 げ

た）との 最適関係 は
， 次式で 表されるこ とを示 してい る。

r2LF

　 sg （26）
］4）

　 こ こ に ε は代替弾性値，η は 現在価値割引率 を，g

は技術 の 割引限界 生産性 を 示す 。 （26）式 は 最適研究開

発投資 7 は生産 V の 増加に 応 じ ‘グ 吻刀の割合で増加

す る こ とを 示 して い る 。 従 っ て，最適研究開発強度 は

次式で 示 され る。

鴛 　　　　　　　　（55）

　（55）式は，最適研究開発強度は，代替弾性値 ε，現在価

値割引率η及 び技術 の 割引限界生産性 g の 関数で あ り，

ε 及び g の減少，ηの 増加に応じ増大する こ とを示す 。

4．2　総合現在価値副引率の 計測

　従来 ， 現在価値割引率と して は
， 専 ら平均金利が用

い られ て きた。こ れ は，投資の 評価 が投資家の 収益性

の み の視点で検討さ れ て きた た め に，調達され た資金

を 当該投資へ 当 て る こ とへ の 有利性 を 示す こ と に よ

る 。 しか し，研究開発投資が消費者や株主 に大 きなイ

ン パ ク トを与 え る ように な る に つ れ，単に投資家 だ け

の 評価視点 で はな く，市場 を通 じた消費者 ・株主等 の

評価も入 れ る必要が あ る 。

　 こ の よ うな観点 の もと
， 近年 ， 現在価値割引率を計

測 す る に 当 た っ て ，加重平 均資本 コ ス トを用 い る方法

が提唱 され て い る 。 これ は，資本 コ ス トが資金の 出し

手を満足 させ る た め に
， 最低限必要な投資プ ロ ジ ェ ク

トの 税引 き前収益率の こ とで あ る こ とか ら，企業の 平

均資本 コ ス トは負債と株主資本の コ ス トの 加重平均で

決定 され る との 論理 を 基本 とす る もの で ある 。 さら に
，

総合的な評価 の視点に立脚す れ ば，以上 に加え企業の

経営の 安定性をも勘案す る必要がある。

本研 究で は 以上 の 考えに基 づ い て，次 の よ うな 「総 合

現在価値割引率」を構築す る 。

　 　 　 　 　 　 「2ω 2
　　　　　　　　　 ＋ r3bl1　　　　　　　　　　 （56）　 η

＝
　「ltOI ＋

　　　　　 （1− Tex丿

　η ：新加重平均資本 コ ス ト法 に よる 総合割引率

　rl ：全国銀行貸出約定平均金利

　r2 ；実質配当率（二配当金額／（資本金 ＋ 資本準備金））

　rR ：リス クフ リ
ー

レ
ー

ト（＝国債利回り）

Tax：法 人 税率

　tV1：有利子負債 シ ェ ァ

　ω 2：：総資本シ ェ ア

　ω
3
：：資本準備金

　 こ こ で，（56＞式の 第1 項 は 企業 の 財務状況等 を表

し， 投資運用 の み か ら当該投資の有利性を示す 。 第2

項 は 企 業 に対 す る 実際 の 市場 の 評価 を示 し
， 企業 の 技

術力の 評価を表す 。 そ して 第 3項 は リス ク フ リ
ー

で あ

る国債利回 りへ の 企業の投資状況を示し，企業の経営

に対する安定志 向の 度合 を表す 。

　こ の よ うに，総合現在価値割引率は，供給サイ ドの

み で は なく，需要サ イ ドの 総合的 な市場評価を反映 し

て決定さ れ て い る 。

4．3　日本の製造業主要業種における研究開発投資レ

　　 ベ ル の翼 証 分析 と そ の 評価

　表 7 は，3．1節で 計測 した代替弾性値 を（28）式 に 当

て は め て，日本の 製造業主要業種（製造業平均，食料品，

化学，電気機械）の 過去 20 年 に わ た る 研究開発強度

（付加価値当た り研究開発費〉の 推移 を計測 し，最適研

究開発強度 と比較 して 評価 したもの で ある 。 評価 は，

　  第
一

次エ ネル ギー危機後，第二次エ ネル ギー危機

　　 前まで の 1975−1978，

　  第二 次エ ネル ギー危機後か ら国際石油価格の 下 落

　　開始前 1979−1982，

　  国際石 油価格 下 落開始 か らバ ブ ル 経済前の 1983−

　　 1986，

  バ ブ ル経済期間中の 1987− 1990及 び

　  バ ブ ル 経済崩壊後の 1991− 1996

の 5期間 に分けて行 っ た 。 計測にお い て は，1990年基

準実質値に加え，名目最適研究開発強度 も算出した 。

　図 3 は
， 表 7 を も と に 日本 の 製造業 主要業種 の

14）第 2章参照 。

一 92一

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　



Japan Society for Research Policy and Innovation Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Soclety 　for 　Research 　Pollcy 　and 　工nnovatlon 　Management 二

研究 　技術 　計画 　 Vo1、16，　 No．1！2．200塵

表 7，日本 の 製 造業主 要 業種 の 最適研 究 開発 強度 と実績値 との比 較　（1975−1996）

　 　 　1975−78

（％）　　 7．461979

−82　　　1983−86　　　　1987−90　　　　1991−96

η 7．47 6，32 5．85 4，40

製造業平均 ε 150011 130211 01
盤

11 107
ワ』

01 犯

犯

01

【実質】　 ‘刷 ゆ

　 　 　 　‘翩 巛

1名 目】　 ‘刷 岨

　 　 　 　r跚 臨ω

％

％

％

％

（
　
（　
（　
（

7，01　　　　　　 6．00　　　　　　5，09
4．36　　　　　　 4．72　　　　　　5，90

1643EO3 7
匚
」

2154 68
 

生

5

6．866
．776
．606
．50

7．376
，917
．677
．19

食料 品 ε

9

191ρ
04LO2 195ρ

OPOO2 19iρ
0

嘔
002

0．5941
．905
．171
．674
．971
．60

0，4062
，13

［実質 1　 （Rfpr）．，　 （％）

　　　　（ew ）．Ct　 （％）

［名 目1　 翩 砂 t　　（％）

　　　　嗣 砌　　 （％）

4，480
，755
，060
．85

4，24　　　 　 3，96
0．84　　　 　 1．og
5．09　　　　　4．20
1、01　　　　　　1．16

5．081
．644
．831
．56

化学 　　　
”
E

　 　 　 ．星 ．．．．一
【実質 1　 （erv）． ，

　　．．．．．．（嫐 9に．

1．310
．34

113510 133
に
U10

271
ρ
り

10 638700

1名 目1　 脳 の，
　 　 　 　r册 ワd、，．

（％）

（％）

（％）　　 8．16

  ．、　 8・96

16．76　　　　　　11，17　　　　　　7．73　　　　　　7．85
18．28　　　　　　15．78　　　　　15，14　　　　　　15．26

」
401170　

1

1134ρ
02　

1

197RV7°
3

　

1

7．9714
．148
．9415
．84

電 気 機械 ε

9

691810 0ゾ
76り山

10 906310 65
昭

10 715800

【実 質1　 儡 曜

　　　．．（剛 叫 ．．．．．
【名 目1　 翩 曜

　 　 　 　（RIY］．．L

（％）　　 24，80
（％）　 　 33．93
（％）　 　 6，82
（％）　 　 9．50

16．1123
，707
．3410
，9

12．32　　　　　　　8．40
20．59　　　　　　17，35
7．73　　 　　 7，38
12．97　　　　　　15，27

9．6112
．9512
．7117
，09

a1975 −1986年の 3期 間は、他 の 2つ の期 間 に比 べ て相対 的に 同 質性 が高 い の で 、代 替弾性値 の 計測 は可能

　な限 り長い 期 間の 分析 を基本 とする （Griffm　and 　Gregory，1976）【9］との 観点に立 っ て、3．1節の 計測 に

　 用 い た3期 間 統合分析結 果 を採用 した。
b 現在価値 割引率は平均 金利 （全 国銀行貸 出約定平均金利） を用 い た。
c 技術の 付加価 値ベ

ー
ス 割 引 限 界 生 産性 は、3．2節の 方法に 依拠 して計 測 した。

1975−1996年 の 機関の 最適研究開発強度及 び そ の 実績

値 を 比較した もの で ある。

　こ れを見 る と，次 の こ とが うかが える 。

（i）名目ベ ース の研究開発強度 の 実績値 の 推移 を見る

　　 と，製造業平均 で
一

貫 して 顕著 な上 昇 を続け て い

　　 る こ とが うかがわれ る。こ れ は，化学及 び 電気機

　　 械等の ハ イテ ク 業種の 研究開発強度の 顕著な 上昇

　　 に負うもの で あ る。食料品 も 1990年まで は，テ

　　 ン ポ は緩 や か な る も，増加傾向を続けたが，1991

　　 年以降，若干の 減少傾向を示 して い る 。

（ii）以 上 の 結果，化学及 び電気機械 の 高研究開発強度

　　 業種と，食料品 に見られ る低研究開発強度業種の

　　 研究開発強度の レ ベ ル の 違 い が 顕著 に うか が わ れ

　　 る 。

（iii）化学及 び 電気機械 の 高研究開発強度業種は，
一

　　 貫して 最適 レ ベ ル を上回 る研究開発強度 を維持 し

　　 て い るが ，そ れ と好対照 に食料 品は，最適 レ ベ ル

　　 をは る かに 下回 る研究開発強度 レベ ル に と ど まっ

　 　 て い る。こ れ は ，

　　 （a ）化学及び電気機械 とい っ た業種 に お い て は，

　　　 利益最大化を求め る 投資の 選択 ・決定が 最重

　　　 要課題 である こ と

　　（b＞高研究開発強度業種 に お い て は，研究開発投

　　　 資が収益最大化に決定的役割を果 た して い る

　　　 の に対 し，低研究 開発強度業種 に お い て は，

　　　 生産投資の 方が 重要 な役割を 果 た し て い る こ

　　　 と

　　を示唆す る もの で ある 。

（iv）化学，電気機械 の 2大高研究開発強度業種 に おけ

　　る研究開発強度 の 強さは，イ ノ ベ ーシ ョ ン 製品 を

　　持続的 に 生 み 出すた め に 必要不可欠な部分 と 同時

　　に，厳しい 企業間競争の 中で競争相手を牽制 した

　　り．顧客 に 対 しハ イテ ク イ メ
ージ を植え付 け させ

　　た りする上 で 必要な，高研究開発強度業種 に 固有

　　の 「疑似研究開発強度」部分も包括する もの と思

　　わ れ る 。

（v ）しか し，研究開発最適強度 を上回る割合 は，研究

　　開発強度と経済成長 の 間の 悪循環化に よ る 1991

　　年の バ ブ ル 崩壊 以 降，劇的 に 減少 して きて い る 。
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図 3．日本の 製造業主要業種の最適 研究開発 強度と実績値

　　 と の比 較　（1975 ・1996 ） ：　（名目）；％

　 こ の 研究開発投資実質値の 減少 の 構造 を 分析す る た

め に ，図4 は，製造業主要業種 の 最適研究開発強度実

績値 の 最適強度 に 対 す る割合の 推移を 示 した もの であ

る
。

　 こ れ を見 る と，次の こ とがうか がえる 。

（Vi）1987年まで は，製造業主要業種すべ て に お い て ，

　　 研究開発強度 の 最適値を上回 る割合が着実 に 増加

　　 して い る 。

（vii）しか し 1987年以 降，こ の 割合 は，製造業平均及

　　 び化学 にお い て 減少 に 転換 し，

一一
方 ， 電気機械 に

　　お い て は 1990年 まで 増加 を続け た 。 しか し
，

電

　　気機械 もま た 199ユ年以降，劇的 に減少 に転化 し

　　 てい る 。

（viii＞食料品の 場合は
， 研究開発強度実績値は，最適強

　　 度よりは るか に下 で はあ る が，そ れ に対す る割合

　　 そ の もの は着実 に 増加 し続け ， 1987年以降 もそ

　　 れ 以前 と同 じ水準を保持して い る 。

　以上 の 分析は，研究開発投資と経済成長 との 間 の 悪

循環化とい っ た仮説的見解を立証す る もの である 。

5．考　察

　 メ ガ コ ン ペ テ ィ シ ョ ン の 高 まりと と もに ， 政策ある

い は 企業経営戦略決定者 に と っ て研究開発投資の 最適

レベ ル の 決定がますます重要な課題とな っ て きて い る。

　こ の よ うな問題 に 対 し，
か ねて か ら成長理論 や資源

の 最適配分理論等 に立脚 して 研究開 発投資の 最 適 レ ベ

ル 決定の た め の 多くの 先駆的研究が重ねられ て きたが，

未だに実践的導入 の 域に は達 して い な い
。

　本研究は，ポ ン トリ ヤーギ ン の 提唱 した 最適化理論

に 触発 された，研究開発の最適投資レベ ル 決定の ため

の 理論的 ・実証的検討を行うこ と をねらい と して，技

術体化型生産関数 とい う新 しい 発想 に立脚 して新 たな

実践的なモ デ ル を開発 した。 さ らに 1975−1996年の 20

年間 の 日本の 製造業 の 実際 の デ
ー

タ を当て はめ て ， 技

術 の 資本へ の 体化の 減少に伴う代替弾性値低下 の 趨勢

を 明 ら か にす る と と もに，今日の 日本経済 の 深刻 な構

図 4 ，製 造 業 主要 業種 の 研 究 開発 強 度実 績 値 の最 適強 度 に

　 　 対す る割合 の推移 ： （1975−1996）
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造を明確に示 した 。 すなわち，製造業全体につ い て 見

る と，バ ブル 経済及 び その 崩壊 の 過程 を通 じ，研究開

発強度の 最適 レベ ル は，より高い レベ ル が求 め られ る

ように 至 り，こ の レベ ル は，実際の研究開発強度 レ ベ

ル を上回り， 実際 の レ ベ ル が 最適 レ ベ ル よ り低位 と い

う逆転現象を示す に至 っ た 。
こ の 逆転現象は，今日 の

日本の製造業を悩 まして い る悪循環の 根源 で あ る 。

　さ らに
，

これ を 化学 や 電 気機械 の 高研 究 開 発強度産

業及び食料品 に 代表され る低研究開発強度産業を対象

に分析する と，食料品は，最適 レベ ル をはるか に 下回

る 研究開発強度 レ ベ ル に と ど ま っ て い る の に 対 して，

化学及び電気機械 の 高研究開発強度業種は，
一

貫 して

最適 レベ ル を上回 る 研究開発強度 を維持 して い る が，

研究開発 最 適強度 を上 回 る割合 は ，研究開発強度 と経

済成長 の 間の 悪循環化 に よ る 1991年の バ ブ ル 崩壊以

降，劇的に減少して きて い る こ とが明 らかとな り， 研

究開発投資と経済成長 との 間の 悪 循環化 とい っ た 仮説

的見解を立証す る こ とがで きた 。

　以上 の 分析を通 じ，本研究は産業が最適研究開発投

資 レ ベ ル を判断 した り，予測 した りす る上 で 実践性 に

富ん だ方法で ある こ とが示され た。従 っ て，本分析は

政策あ る い は 企業戦略決定者に 適正 な 研究開発 レベ ル

決定 す る ヒで の 重要 な 分 析，判 断手段 を提供す る もの

で あ る。

　今後，さら に継続的に発展 され る べ き点と して は，

次の 諸点があげられ る。

（i）　 需給均衡時を前提に展開した技術製品間の 代替

　　　弾性値 を供給面 の 生産要素間の 代替弾性値を用

　　　い て計測す る こ との 有効範囲の 更な る理論的，

　　　数学的検証，

（ii）　 代替弾性値の 計測変動の 影響 に つ い て の 感度分

　　　析，

（iii） 研究開発，技術 ス トッ ク等 と 生産量 と の 間の 関

　　　数構造確定の た め の 更な る 実証分析，

（iv） 代替弾性値，研究開発強度及び技術 の 限界生産

　　　性 の 問 の 相互関係 の 動態 ビヘ ービ ア の 見 きわ

　　　め 。

別添 1　 ポ ン ト リ ヤ ーギ ン の 最大 原 理 の 基 本的 な

　　考 え

　こ の 原理 は，動的制約条件下 で の 目的関数の 最適値

（最大あ る い は 最小値）を導出 す る もの で あ り，次の よ

うに ，本件 の よ うな企業の 意思決定 に 適用 され る 。

企業の 意思決定 は
， 利潤 の 最大化を追求する もの と し，

こ の利潤は ア ウ トプ ッ b の 水準 ω と意思決定の 水準

（r］に 依存す る もの と考 え る。従 っ て，企 業 は現時点

で 保有す る情報 をもとに，y 及 び r に よっ て もたらさ

れ る 利潤 を推 測 しつ つ 最善の 決定 を選 択 し続 け る こ と

に なる 。

　従 っ て ，O 〜tの 期間の 時間 t（0 ＜ t〈 t）に お い て，　 t

期 の 利潤 π は y ω 及 び 7 ω に 依存 し，π σωtア ω丿で

示され，企業は，t時点で保有す る情報アω，厂 ωをも

とに ， 期間内 の π の 累積値 を最大化 させ る よ うに y ω

を変化 させ て い くこ とに な る 。 す な わ ち，企業は 利潤

最大化をねらい に で表され る情報を もとに，ア ω の 変

化の ω／dtを調節して い くこ とに な る 。

　従 っ て ，こ の 場合の 目的関数及 び制約条件は次の よ

うに 示され る。

　最大化　 累積利潤 ：

　 　 　 fU

−
∫e

冒Pt
・ （・（t＞r （t）＞tt・ e

’n「G （・（i））　 （A1−1）
　 　 　 0

　制約条件

　　　　　　［

　　　　　・ 鵡 圃 圃 ・Al−・・

　e
一e 「it

＝ 1一η At と近似する と，（A1− 3）式から次 の

式が 得 られ る 。

誓
）一／←Q 伽   一Y 。 　 （A1−・）

　こ こ で ，G ωは産出の 残存価値で あり，長期間後に

は，産出 に 伴う利潤 は 0 と なる の で
，

t →・。 に お い て

は，G （y （t））→0 とな る 。

　現在時刻 tに お い て 生 産 が y で あ る と き，
t＋At 時点

の 利潤は t時点の 価値に eL ワ
dt

で割引か れ る 。 従っ て，

（A1−1）式 の 最適値 の 決定 は次式に書き改め られ る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 t＋At
u （・・t）− m

群
・力 殉 0ン伽

　 　 　 　 　 　 　 　 i

嗣 一m 幽 △’極 込’… α’）

・ u
・
・c・，’〉誓

）
・’・ 礁 刺

Atくく1 と して （Aユー4）式 を整理す る と，

・ 一一 ［・ （… ＞St・ u
・
，（・・t＞貅

・ 晦 込’一祕 小 ’1

（A1−4＞

（A1−5）

（A1 −5）式をAt で 割る と，次式が 得 られ る 。
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一U
、（y，t）− m ・・ p（y．・ ）・ σ

v（y．t）プ （y．・ ）一η U （y．・1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （A1−6）

こ こ で
，

∂iy1 ∂t − f（Y．t）とす る 。

　 こ の （A1 −6）式が，現在価値 へ の 割引 を 組 み 込 ん だ

最適化問題で あ り，こ の 式は Hamilton − Jacobi−

Bellman （HJB ）方程式とい う。

　次に ，

　ψ
mUr （y，t）　　　　　　　　　　　　　　 （A1−7）

　とな る係数Ψ（こ れ を「随伴係数」とい い ，その経済的

含意 は別添 ∬参照） を用い て
， 利潤 π （y， r）と制約条件

tv，　r）を統合 した次の 関数H （Y，　r，　V）を構築す る （これをハ

ミル トン 関数 と呼ぶ ）。

　H （y，ら ψ）＝π （y，r）÷ψf（y，r）　　　　　　　　（Al −8）

　ポ ン トリヤーギ ン の 最大原理 は，（Al−8）式 に お い て

い ω，Ψ＊ ωが決定問題 の 最適解 で あ る ため の必 要条

件は 任意の γ ωに 対 して 次式が 成 立 す る」こ と と主 張す

る 。

　H （ゾ（∂」〆（り，ψ
’
ω）≧ H （y

’
　（t），厂（？），ψ

’
ω）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （A1−9）

撃一
馬 ←

・o圃 ・
・
  イ   ・

’
  ・ ・

’
・（e）端

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （Al− 10）

撃 ・蜘 w い ジ（t））・ 〆（’）繊 圃

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （A1− 11）

　こ こ で， H
，
　
一
　aHIOy，　 H

，

・・
　eH！ov），　 G。− nG／eyで あ

る 。

　以上 の 条件 は，H （Y，r）・・−U，（Y，r）である の で，
15）

以上 に

示した「最適解 で ある ため の 必要条件」は ， （A1−6）式の

HamiltOn−Jacobi−Bellman（田 B）方程式にお い て踏ω，Ψ＊

ωが決定問題 の 最適解 で ある た め の 条件と一致す る。

別添 矼　 八 ミ ル トン 関数 に おけ る 随伴係数 の バ ラ

　　ン ス 式 の導出

（17）式の ハ ミル トン 関数 に おける 随伴係数 Ψ の バ

ラ ン ス式Ψ 冨 η Ψ一aH／byは次の ように して求め られ る。

こ の 導出法は，企業家 の 投資行動は，投資（本分析 の 場

合，研究開発投
’ft　r），

産 出 ン及 び そ れ らを 通 じた 利潤

W が 時間 tの 関数 φ （t，r，第 卿 の 軌道を形成 し，企業 は

「ア ウ トプ ッ トンと意思決定 r の 関係及 び そ の 決定に よ

っ て もた ら され る利潤 W を推測 した上 で
， 現時点で 保

有す る情報をもとに，利潤最大化に通じる最善の決定

を選択する」との 考えを基本 とするもの で ある。

　 こ こ で，（17）式の ハ ミル トン 関数

　 　 　 　 　 　 　 1＿α

　 正1（ア，らψ｝冨1nア＋
一

（（lnみ一β21n （θ＋ ρ））
　 　 　 　 　 　 　 　 α

　　　　 ＋ （β1 ＋ β・）inり＋ ψ（丿シーgr）　　　　　（17）

　は，t 時点 に おけ る所与 の 産出ン ω 及び産出 の 潜在

価格 Ψ ω の もとで の ，研究開発投資 ノωに よ る効用 の

増加分を表 して い る 。
つ まり，（17）式の 右辺第1項及び

第2項は需要の現在価値を示し．第 3項は研究開発投資

に 伴 っ て 減耗 した 産出の 貨幣評価額を示すの で
， （17）式

は投資行動に伴う純収入 に等し くな る 。

　よっ て，φの 軌道関数 は，W 及び （17）式 の ハ ミル ト

ン 関数を用い て，次の よ うに表され る 。

　 　 　 　 　 　 ∂曜
　φ（Lr，y，m ）a　　　　　　　 ＋ H （y．r，

’Ol）・0　　　　　（A2 − 1）
　 　 　 　 　 　 ∂t

　こ こ に 産 出 の 潜在価格 を示 す 随伴係数 （Ψは
， 利潤

最大化軌道を選択する こ と を前提 とす る の で ，

・一誓　　　　　　 （M −2＞

　で表され る 。

　企業の 最大投資軌道 は （A2− 1）式 にお い て ，

　豊廴 盤 ＝o
　 の　 ∂厂

を満たすy，r の 関係 を導出す る こ とに より求 め られる。

（A2 − 1）式 を yで偏微分 す る と，次式が 導か れ る 。

毒〔響）・ 誓
一
飃 〕

・ il”if−i・1・箒
一・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A2−3）

IS）ψ
＝軌 （｝の で あ る か ら ，

彑 ＝正〜ノ 【Ll．些 昌．生．亜
di　 dt　

」
　 dt　dy　 th・dt

　 　 d

　
旨
万
’CJ・

〔Al −6）式 よ り，一τ1，（v．r＞一・・axPtc ・．・）＋ tノ．（v、’）ゾ Cy．r ）］で ある か ら，

　 u、（ゾ、t）一一max 巨（y．・ ）＋ u ，（y、i ｝f（v．　r ）］

　　　　　一一［π （ゾ！ ）・ψ
’・．r（v

’
．・」 ）］

　　　　　＝一” （v
’
．・
’
、ψ
’
）

以上 よ り、箔 託
・v ・一矗 〃 ）一一Hr
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　 ∂H
，

　　　冨一＋ ノψ置
0

　 ∂ツ　 y

塑 ．
，

剃 ⊥
． ∫ψ、

．・

　 ∂y　　　　 y

鑑 ．と隻・！．9 ψ 1　
＝・

　 ∂厂　 　 α 　 r

響イ
藺

［旱司・ f・・

一・

（A2−7），（A2−8）式より，

　ψ2
＝e

’
”例

ψ1

（A2−9），（A2− 10）式よ り，

　，
．一1

一
α ＿L 一埜 召

一n 〔・一り 」．
　 　 　 α 　 9ψ 1 　 α 　 　 ψ 2

券
一一 圭・ f・・

一・
畷 明

〔1
　　　。。

一
ワ回 姓

　　　　　　 ∂ツ

（Al−11）式及 び （A2− 11）式よ り，

　 eH ，　 ∂ψ こ　　 　コ　　　　
　 ∂w 　　　∂t

　　 −一トη・
梱

ψ1
＋ e

−
・（s−「V，］

（A2− 13＞，（A2− 14）式 よ り，

　　弖彑」一竃
ηψ匸

＿
ψ1

　．
・
．　ψ1

＿n
’v，

1
＿∂HI

　 　 　 　 　 　 　 eJi

（A2−7），（A2− 15）式よ り，

　 　 　 　 　 1
　 ψ1

ロ
η￥ア1

−一一ノψ1

　また，（10）式より，

　夕
一
ガ！−gr　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A2−4）

　（A2−4）式 の 制約 の もと で ，次 の 2 つ の ハ ミ ル トン

関数 H
，，H

，
を最大化する 最適解 を求め る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 1−a
　Hl （y，r，ψ1）

−lny ÷
一 且nr ＋ψ，（か一gr）　　　（A2 −5）

　 　 　 　 　 　 　 　 （x

H
，（脚 ，）．、

姻

（1。 ン．
i二彑（1，ゐ ．

β、
ln（θ ．

ρ））
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 α

　　　　　 ＋ （β、
＋ P、）lnr））＋ Vlコ（か 一9γ）　 （A2−6）

　最適軌道上で は，

　壘 一甦 ・o 及 び 彑佐ロ甦 自o の 条件を満た す 。 従
　 　 　 ey　 　 　 　 　 　 　 　 　 ∂r　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ∂r

っ て，

　 　 　 　 1
（A2−7）

（A2−8）

（A2−9）

（A2− 10）

（A2 一ユ1＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　 （A2 − 12）

こ こで ，（A2 − 8＞式は，（A2−11）式を用 い て，

　　　　　　　　　　　　
一

… 〕
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （A2− 13）

y が （A2−3）式 の 最適軌道 に あ る とする と，別添 1の

（A2−14）1ti）

（A2−15）

　∴ ψ＝
ηψ

一⊥一ノψ
　 　 　 　 　 　 y

別添皿　z ＝ yψ の 一
般 安定解の 導出

　（19）式が安定解 を持つ に は，z ＝yy が 安定解を持つ

こ とが 必要で あ る 。 そ こ で，次式によっ て表 される微

分方程式 z の
一
般安定解を次 の 手順に従 っ て導出す

る 。

・† ［旱Q玖・姻

　
一n・ −B

　　　
B −
［
’

：
“

　tS， ・ fi1）・ il

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （24）

　A3 −1　 z ＝ yψの
一
般解の導出

　Cauchy の 微分方程式の 解法に従 っ て （24）式の ge　z

を次 の 二 段階 に分けて求め る 。

　1）最初 に，i　・・　・｝g と して 扱うと
，

　 i　　 　　 　　 　　 　　 　　 2

　；
＝

η 　 　 　 ∫沖
‘
∫瞬

　lnl司＝i・　t＋ C

　lzl　・　evt ＋ D ’＝evt ＋ θ
C ＝D θブ 　　こ こ に D は係数を

表す 。

　2）次に D を時間の 関数 と して，z ； 0 ωθ
ク ‘と扱 うと，

　i −　1：　en 「
＋ 1）η♂

「 一
η1）ePt − B

　 ∴ ηDePt 昌一B 　　　　D 目一B ・etnt

D （・）−f−　B ・e
’
Ptd

・　
・・
　＃

・e ”Pt　 ＋ c

・十
叩

・・〕
・
・

°t −
＃・ C ・・”t

　 （・・一・）

　この 解 は
， （24）式 の

一
般解 で ある 。

A3−2　 z ＝yψ の
一般安定解の導出

　次 に，
一
般解 （A3−1）式の安定解を求め る 。

　 tの 時点に お け る 産出 の コ ス トZ ωの 現在価値 は σ 物

a）で 示されるが，将来的 に は，その コ ス トは0 となる 。

す な わ ち，

　煦
・

−
1”

・（t）− o　　　　　　　　　 （A3− 2＞

の 条件 を満たす必要があ る （Transversality　condition ）。

こ こ で，（A3− 1）式 よ り，

〆 ・ノ ・
・

−nr
・ c 　 　 　 　 （as．3）

　 　 　 　 η

16）効用 関 数 （16）式は 時間 s の 積分 で ある こ と に注意。
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　t →・ 。 の と き，e
’
vt →0 で あ る の で，（A3−2）式を満

た す には，C ＝0 で なけれ ば ならない
。

　以 上 よ り，z の
一
般安定解 は，

：・・）÷÷
・
［夥

・

副
と求め られ る 。

別添 】V 　技 術の生産 要素 （技 術体化 ，非体化 ）代

　　替弾性値 の 計測

　技術 （T ♪の 他 の 生 産要素 （Z）の 代替は，相対価格

（PIP
，
）の み ならず技術それ自体 の 変化 に も影響 される

（Yeung　and 　Roe，　1978）［61の で，技術 （T？の 他の 生産要

素（Z丿とは割合（T／Z丿の 支配式 は 次 の よ うに 表され る 。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 P．　 　 Ti
” ti‘“ ・・ ＋ b・・　1”　T ＋ 嬉 す　 　 　 （A4− 1）

　　　　　　　　　　　 厂

　（A4 − 1）式 の 右辺 に第 2項 （T の 影響）を入 れ る の は，

技術 の 等生産曲線上昇加速効果 を勘案す る ため で あ

る。

　（A4− 1）式は次の ように展開さ れ る。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 GZ 〔r　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1
’

　 　 7
．

1”S＝a・・ ’ b・，L”7
「
＋ ら 1冖

面
’
7

・参一
1箋・

1ξち
…

1  勝 （・・一・）

　成艮会計理論
1
に則 り，次の 関係が想定され る 。

　 　 P．
　 lnlf ”b

、，
＋ b，、 lnτ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （A4−3）　P，

（・ 等
一
撃

一へ￥〉

（A4−2）式を用 い ，（A4−3）式 は 次 の よ うに 変換され

る。

　 　 Gzc 　　
”

】n
而

巴姶 ゐ・・ ln7
「

（A4−4）式を（A4−2＞式に代入す る と，

1。1。疏 ・＋ 嫉
＋
い ら わ：・

且。 、
・

　 　 z　　　1−h．ワ　　　 1− b．。

（A4−4）

（A4−5）

（A4−5）式を T で偏微分するこ と に よ り，次式が 得 ら

れる。

券弓一捨1響 　 　 … 一・）

　 こ こ で
，

　 　 1
’
　　　 ∂　　 T　 ∂z

　 　 ・一＝1＿T − ｝n −
　 ∂71Z 　　　　OT　 Z

の よ う に 展 開 され ，こ の 右 辺 を （A4−6）式 で 置 き換え

る と次式 が 得 られ る 。

詳
・
岩一1一転

1芋 　 　 　（・・一・）

　（A4−7＞式 は T の Z 弾性値 を示す。

　次式で示され る よ うに，（34），（35）式は Z「の Z 弾性

値 を計測 す る た め に 使 わ れ る 。

　 dZ　　∂Z　　泥
F
　 ∂Z　dT

　 dt　
i

∂Z・
’
dt

＋

函ド蔵「　　　　　　　　　　（A4−8）

　（A4−8）式か ら次式が得られ る
。

　 △Z 　 ∂【nZ 　△Z「　 ∂lnZ △T

　 Zm ∂］nZ
・
’
Z ・

＋

∂ln7
・’

T　　　　　　　　（A4−9）

　（A4−9）式に，　 Z
’
，　Z 及び T の時系列デ ータを当 て は

める こ とに より，‘∂inZ丿／‘∂lnZ’）の 時系列推移 を計測

す る こ とが で きる 。

別添V 　技術の 割引限界生産性の 計測方法

　技術 の 割引 限 界生 産性は （54）式に よ り求め る こ と

・ な6・tl・
’
，・ の うち q 一蕃 （tcaiの 限界生 産性）は

「技術の サ ービス 価格 と研究開発投資内部収益率の同

時計測」（Watanabe ，1995）［7亅に よ っ て 計測で きる 。

　従 っ て，以下 に p の 計測方法 につ い て述 べ る。

P は 生産要素 の 限界生 産性

闘
及 び 技術 の 研究開発投資要素誘発限界生 産性

〔勤
で 構成 され る が ，その それ ぞ れ の 構成要素 は

，

（i）Xr と T との 間に XT＝X
，
．8 （TJような逆関数関係が存

　 在 し，かつ 全要素が
一次同次で，一定の コ ス ト制約

　　
．
fに お い て 生 産化の 最大を追求し，

（ii）すべ て の 要素価格が競争的に 決定さ れ る，

　　との条件下 に お い て，次 の 価格比 を求 め るこ と に

　　 よ っ て 計測 す る こ とが 出 来る 。

　生産要素 の 限界生産性，

難 　（・ ・ 棚 価格） 　 （・・一・）

　技術 の 研究開発投資要素誘発限界生産性，

　些 ．瞠彑 　　（次節参照）　　　　　　（A5−2）
　 ∂1

「
　　　　妬

　ただ し，p、，馬，　PT 及 び A．は，それ ぞれ 生 産（付加

価値）V 及 び 生産要素 系 T，X
，
の 価格 を表 す 。 この 具

体的計測方法は次の 通 り。
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A5 −1　技術の研究開発投資構成要素誘発限界生産性 の

計測

　（1）　 特定条件下 で の 行動原理

　 （47）式で 示す よ うな 逆関数 が 次 の よ うに 存在す る と

す る （脚注 2参照 ）。

　λ
「
T
＝Xr（1

’
）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A5−3）

　 （A5−3）式 に対応 し，次 の よ うな コ ス ト関数が存在

する 。

　Ci’1 ＝（
−
（ろ ，P，

・）　　　　　　　　　　　　　 （A5 −4）

　それぞれの 要素価格 Px
ア
及び P

ア
が競争的に 決定され

て い る場合，（A5−3＞，（A5−4）式は次式を用 い て統合的

に 表す こ とが 出来る 。

　if＝− T ＋ r［IJAT−C（xr ，∬さ）］　　　　　　　 （A5−5）

　 こ こ に
，

P は ラ グ ラ ン ジ ュ 乗数 を示 し
，

こ れ を用 い

る こ と に よ り，（A5− 4）式の コ ス ト制約の もとで の

（A5−3）式 の 最大化 は，（A5− 5）式 の 最大値 を求 め る こ

とに よ っ て得られ る 。

　従 っ て，

　 ∂陞 　 　∂躍 　 ∂躍

・x 厂 ・7
・＝

・r
冨゚

　 　 　 （A5−6）

　 （A5−3＞式が
・
次同次で あ る場合 に は，（A5−4）式の

コ ス ト関数 は次式 の よ うに 表され る 。

　ら 7
ロ馬 λ

厂
「

t 　Pr　T 　　　　　　　　　　 （A5−7）

　 （A5−7＞式を用 い て，（A5− 6）式を展開す る と次の 式

が得 られる。

　 ∂iV　 　 　 　 　 ∂C
　
− −1−r − −1−r興、−0

　 ∂x
τ　　　　　 ∂埼

　 　 　 　 1
　 ∴1「＝一
　　　 塩

　　響一雛一r籌一砦一FP
，
，　一・

・籌一r殊
　よ っ て，前節 で 総括 した条件 の もとに ， 技術 の 研究

開発投資構成要 素誘発 限 界生 産性

（砦）

は，（A5−2）式で示した よ うに T 及 び XT の 要素価格の

比で 表す こ とが で きる 。

等・
奇　 　 　 （・・一・）

（2） サービス 価格 の 計測

　XT（＝　Lp 　Kr，　M
，
．，　Er丿の τ 限界生産性が期 間安定 で あ

る場合に は，技術 の サ ービ ス 価格指数 D
，

は次式で 示

され る ［7，
　8］。

　 Dr ＝・　（1　一　gs）（Rls
’Dl ＋ 1〜ms ・Dm ＋ Res・De）＋ Rks・Pstc

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（A5−8）171
・

　Psteは，技術の サ ービ ス 価格の うち資本ス トッ クに

係 る もの で あり，次の 式で 表され る。

蹠 一蝣

諤禁
）

　 　 （・・一・）

・ 讐 澤
）
か …

劑
・’一

（畿）

　 こ こ に，Rts、　 Jllls，　 Rms 及 び Res は ，そ れ ぞ れ 研究

開発投資の うち労働，資本、原材料及 び エ ネ ル ギー
に

係 る コ ス トの シ ェ ア を示 し， Dl，
　 Dle，　 Dm 及びDe は

そ れ ぞ れ賃金，資本 デ フ レーター
及 び原材料，エ ネ ル

ギー
財 の 卸売物価指数を示す。gs 及 び ct は，産業 の 研

究開発投資の うちの 政府支援割合及び法人税率を示

す 。 1 及 び p は研 究開発投資内部収益率及 び 技術 の 陳

腐化を示す。

17）　γ
■F 〔‘ （t

’−Xr）．　 T ）　　　　x＝L κ Mfi ／　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （F16 −a）
　 T 量flXT）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（F16 −b）
　 生 産関 数が

一
次同次で ある こ と を前提 に，（FL6 −a），（F16 −b）式に 対 応す る コ ス ト関数 は次 の よ うに 示 され る。

　 〔κ
『一
Σ伽 ．G禰 ・ CJrc

『
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （F16−a

”
）

　 Ci
’
lr
’
／。Σ（｝

，
1
，
〔
、
1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔FI6 −b

「
）

　 こ こ に GC ：総 コ ス ト；GXC ：X の コ ス ト；GTC ：技術の コ ス ト；GTCI ：　X ，r の コ ス ト

　 J’，1 一ΣP・．x，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Fl6−b1
「
）

　 た だ し，Pr，　 PXJ は そ れ ぞ れ T 及 び X ・
i
の 価 格。

　　 価格 指 数 D
，
及 び Dx’i（初期 値 ＝ 1）を用 い れば，　 P

，
及 び P

．
一・
t は次 の よう に 示 され る 。

　 Pr幽Pt　Pn．　Pxr−DTr　Pxrv

　 P
即 ，Px’、。 は 丁 及 び Xf の 初期価格 を示す 。

　 従っ て，
’・ ・

Σ吟 毎・
Σ

・ 需 〔
4刊弓

君。 編 〕
　　 T 及 び 属 の サービス価格が 競争的に 決定 され，T を形成する x ，．の 限界生 産性が 安定 的で あ る こ とを前提 とす る と，次

　 の 関係式が 得 ら れ る。

　［
∂T　 P．．

o．Y．　 拝 ］
一

［許 毎］

　
．・・一Σ… 醫 ・

Σ
・ ・’・唄 ・ ・暑劉

99 一

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　



Japan Society for Research Policy and Innovation Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Soclety 　for 　Research 　Pollcy 　and 　工nnovatlon 　Management 二

（3）　 技術の 研究開発投資構成要素誘発限界 生産性

　　帶 ）の襴

　先に述 べ た前提条件の 下 に，r 及び X の 初期値をP
．

及 び Pxroとする と，

墜
　 ∂1

「

は（A5− 10），（A5− 11）式 に よっ て 求め られ る。

告・
考

・
舞

・
・舞・　　　 （・・−1・）

昏一
奇

一
舞

・
・無・ 　 　 （・・−11）

A5 −2　技術の 割引限界生産性の計測

　V，X ，
　 T及 び 蕩 の それ ぞれ の 価格に対応する価格

指数 Dv，　Dx，　D ，
及び Dxr（初期値 三 1＞を用 い る と，

・ 一撮
・砦一Σ〔

Ds　
’Px。

ρグ ノ｝。〕
・
〔銑 〕

一

　　Σ（葺
・
舞）

・
牒 ）　 （・・−12）

　技術 ス トッ ク τ を形成 し 、生 産要素同様，労働，資

本，原材料，エ ネル ギ
ー

の 要素 か らなる研究開発投資

の 構成要素 （X ，
．　＝　Lp　K

，，　M ”
　E

，＞ CS，初期段階 にお

い て
，

生 産要素
一

般 と同様の 限界 生 産性を示す もの と

す る と，

［藷
一
鋤レ　舞卅 舞

・
舞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （A5 −13）

（A5−13）式を （A5−12）式に代入 し，

・
一
Σ争

・
舞 　 　 　 （・・一・4）

従 っ て ，以 上 の 前提をもとに，p は各要素の 価格指数

を用い て表す こ とがで きる。

別 添 V［ データ 構築 ・データ ソース
le ｝

γ

乙

κ

〃

生産

付加 f面値

労働力

資本 ス トッ ク

原材料

SlSlSl

，S2S3

，S4S1

，　S5，　S6，S7

ET

L
，
・

KrM7

・

E
τ

GCGLCGccGMCGECGTCGTCtGTCk

エ ネル ギー

技術 ス トッ ク

研究開発投資

技術 ス トッ クの 労働要素

同資本要素

同原材料要素
』
同エ ネル ギ

ー
要素

総 コ ス ト

労働 コ ス ト

資本 コ ス ト

原材料コ ス ト

エ ネル ギー
コ ス ト

技術 コ ス ト

研究開発投資 の うちの 労働要素

　　　 同資本要素

GTCm 同原材料要素

CTCe 同エ ネル ギ
ー
要素

ρ　　　技術 の 陳腐 化率

m 　　 研究開発から商業化まで の

　　　 タ イム ラ グ

η　　　平均銀行金利

　　　 （国内銀行貸出約定平均金利）

鋭

駿

総

別

s5

鏘

訂

路

黔

S10

S11

S12

S13

S7

脚注 5 を参照

S8S8

，　SgS8

，　SIOS8

，　SllSllSlSL

　S12SlSlS5

S8S8

，　SllS8

，　SllSllS11

Sl1

Sl3

国民経済計算年報　（経済企画庁，年報）

毎月勤労統計要覧　（労働省，年報）

民間企業資本 ス トッ ク　（経済企画庁 ， 年報）

鉱工 業指数総覧 （通商産業省，年報）

工 業統計表　（通商産業省，年報）

経済統計年報 （日本銀行 ， 年報）

総合 エ ネル ギ ー
統計　（資源 エ ネ ル ギ ー庁，年

報）

科学技術研究調査報告 （総務庁統計局，年報）

基礎的 ・先導的科学技術 の 推進 の た め の 研究

人材に 関す る調査研究　（未来工学研究所，東

京，1990＞

法人税施行令　（減価償却資産の 耐用年数等に

関す る省令，通商産業省， 1965，1989＞

研究産業振興 の た め の 調査研究報告書　（機械

振興協会経済研究所，東京，1990）

個 人 企 業経済調査季報　　（総務庁統計局，年

報）

経済自書　（経済企画庁，年報〉

18）デ
ータ構 築 の 詳 細 は，Watanabe （1992，1995 ）［2，3］参照 。

一 ioo一

N 工工
一Electronlc 　 Llbrary 　



Japan Society for Research Policy and Innovation Management

NII-Electronic Library Service

JapanSocietyfOIReseaich  Policy  and  Innovation  Management

fi"ee Gbl Ettw VoL16.  No.1ra,  2001

$gyma

[1]

[2]

[3]

[4]

{5]

[6]

[7]

[8]

[9]

[10}

{11]

(12]

L. Pontryagin, V. BoltyankiL R. Gamkrelidze and  E.

Mishchenko, The  Mathematical Theory of  Optimal

Processes,  Interscience, 1962.

A, Tarasyev and  C. Watanabe, Optimal Dynamics  of

Innevatien in Models  of  Economic  Growth, Journal

of  Optimal Theory  and  Applicatjons, 108,  175-203

 (2ooO).A,

 K. Dixit and  J. E. Stiglitz, 
'bMonopolistic

 Compe-

tition and  Optimum  Product Diversity," The Ameri-

canEconomicReview,67,297-308  (1977).

C. Watanabe  and  B, Zhu, System  Options for Sus-

tainabte  Techne-Metabolisrn,  -An Ecotogical Asse-

ssrnent  of  Japan's Industrial Technology System, ln-

ternationat  Conference  on  lndustrial Ecology  and

Sustainability (1999).

A. Tarasyev and  C. Watanabe, Optimal Control of

R&D  Investment  in a  Techno-Metabo]ic System,

11ASAInterimReport,IR-99-Ol  (1999).

C. Watanabe, K. Wakabayashi  and  T. Miyazawa,  In-

dustrial Dynarnism  and  the  Creation of  a Virtuous

Cycle" between  R&D,  Market  Growth  and  Price

Reduction: The Case of  PV  Develepment in Japan,
Technovatjon,20  C20oo) inprint

C. Watanabe,  Trends  in the  Substitution of  Pro-

ductien Factors te Technology: Empirical Analysis

of  the  Inclucing Impact  of  the  Energy  Crisis on

Japanese Indystrial Technology, Research  Policy,

21,481-505 (1992).

C. Watanabe, The  Feedback  Loop  between  Tech-

nology  and  Economic  Development:  An Examina-

tion of  Japanese lndustry, Technological Forecasti-

ng  and  $ocial Change, 49, 127-145  (1995).

J, M. Griffin and  P. R. Gregory, An  Intercountry

Translog Model  of  Energy  Substltution Responses,

AmericanEconemicReview,66,845-857  {1976}.

Z, GrMches, R&D  and  Productivity: The  Economic

Evidence,  The  University ofChicago  Press (1998),

K, J, Arrow,  H, B. Chenery, B. S. Minhas  and  R. M.

Solew, 
''Capital

 Labor Substitution ancl  Economics

Efficiency,'i The Review  of  Economics  and  Statis-

tics43, 225-250 (1961).

A, H. BarnetL K. Reutter and  H. Thompson,  
"Elect-

ricity  Substitution: Some  Local  Industrial Evidence,i'

U3]

[141

[15]

[16]

[17]

[18]

[19]

[20]

[21]

[22]

[23]

Energy  Econemics, 20, 411-419 (1998).

K. P, Chang,  ℃ apital-Energy  Substitution and  the

Multi-level CES  Procluction Function." Energy  Eco-

nomics,10.  22-26  (1994).

Charies River Associates and  DRI/McGraw-HilL

Appendix  C: The  Substitution/Cempleme"tarity

Issue. in: Economic Impacts of  Carbon  Taxes: De-

tailed Result, EPRITR-104430-V2  (l994).

E. F. Denison, The  Sources  of  Economic  Growth  in

the  US  and  the  Ntematives  befere Us, Committee  for

Economic  Development.  Library of  Cengress

 C1962),D.

 W.  Jorgenson and  Z. Griliches, The  Explanation

on  Productivity Change, Review  ot Economic  Studi-

es,34  (2), Q967),

C. KemferL  Estimated Substitution Elasticities of  a

Nested  CES  Production  Function Approach  for

Germany,  Enbrgy Economics, 20, 249-264  (1998>,

M. Prywes, A  Nested CES  Approach  to Captital-

Energy Substitution, Energy Economics, 1 <1986)

22-28.R.

 Sergey, Qualitative Identity of Real and  Syn-

thetic Data via  Dynamical  Model  of  Optimal

Growth,11ASAtnterimReport,tR-99-046 (l999>.

A, Tarasyev and  C. Watanabe, Optimal Dynamics  of

Innevatien in Models  of  Economic  Growth, Journal

of  Optimal Theory and  Applications,  108, 175-203

(2000).C.

 Watanabe, 
"The

 Interaction between Technology

and  Economy:  National Strategies for Constrained

Economic  Environments," 11ASA Working  Paper,

WP-95-16  <1995),

C. Watanabe  and  K. Wakabayashi, The  Perspective

of  Tech]o-Metabolism  and  Its Insight  into National

Strategies, ResearchEvaluatien,6 (1996) 69-76.

P. Yeung  and  T. L, Roe, A  CES Test of  induoed Tech-

nical Change: Japan, in: H., Binswanger, V. Ruttan et.

al., ed.,  lnduced tnnoyation: Technology,  lnstitutions,

and  Development, John Hopkins University Press,

243.260  (1978).

-10J-


